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市第40号議案 

   横浜市市税条例等の一部改正 

 横浜市市税条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

   平成28年９月６日提出 

横浜市長 林   文 子 

横浜市条例（番号） 

   横浜市市税条例等の一部を改正する条例 

 （横浜市市税条例の一部改正） 

第１条 横浜市市税条例（昭和25年８月横浜市条例第34号）の一部

を次のように改正する。 

附則第９条第１項中「第６号」を「第７号」に改め、「第18項 

」の次に「、第33項」を加え、同条第４項中「同項第６号」を「

同項第７号」に改め、同条中第９項を第11項とし、第８項を第10

項とし、第７項を第９項とし、第６項の次に次の２項を加える。 

７ 法附則第15条第33項に規定する設備（同項第１号に掲げるも

のに限る。）に対して課する固定資産税の課税標準は、第46条

の規定にかかわらず、同項に規定する年度分の固定資産税に限

り、当該設備に係る固定資産税の課税標準となるべき価格に２

分の１（当該設備が法第 389 条の規定の適用を受ける場合にあ

っては、３分の２）を乗じて得た額とする。 

８ 法附則第15条第33項に規定する設備（同項第２号に掲げるも

のに限る。）に対して課する固定資産税の課税標準は、第46条

の規定にかかわらず、同項に規定する年度分の固定資産税に限

り、当該設備に係る固定資産税の課税標準となるべき価格に３

分の１（当該設備が法第 389 条の規定の適用を受ける場合にあ
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っては、２分の１）を乗じて得た額とする。 

附則第13条の３の４第１項中「エネルギーの使用の合理化等に 

関する法律（昭和54年法律第49号）第73条第１項に規定する判断

の基準となるべき事項」を「建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律（平成27年法律第53号）第２条第３号に規定する建

築物エネルギー消費性能基準」に改める。 

附則第13条の７第１項中「平成27年12月31日」を「平成30年３

月31日」に改める。 

附則第13条の８第１項中「平成28年３月31日」を「平成30年３

月31日」に、「「附則第15条の６第１項若しくは第２項、」とあ

るのは「条例附則第13条の３の３において準用する」と、「、前

条第１項若しくは第３項から第５項まで若しくは」とあるのは「

若しくは条例附則第13条の７第１項において読み替えて準用する

」」を「「第１項」とあるのは「条例附則第13条の７第１項にお

いて読み替えて準用する第１項」」に改める。 

附則第17条第２項から第４項までの規定中「平成27年４月 1 日

から平成28年３月31日まで」を「平成28年４月１日から平成29年

３月31日まで」に、「平成28年度分」を「平成29年度分」に改め

る。 

（横浜市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 横浜市市税条例等の一部を改正する条例（平成27年９月横 

浜市条例第56号）の一部を次のように改正する。 

  附則第３項中「エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭 

和54年法律第49号）第73条第１項に規定する判断の基準となるべ 

き事項」を「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（ 
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平成27年法律第53号）第２条第３号に規定する建築物エネルギー

消費性能基準」に改める。 

 附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条中横浜市市

税条例附則第17条第２項から第４項までの改正規定は平成29年４月

１日から、第１条中同条例附則第13条の３の４第１項の改正規定及

び第２条の規定は建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

（平成27年法律第53号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日

から施行する。 

 

提 案 理 由 

地方税法等の一部改正に伴い、関係規定の整備を図る等のため、

横浜市市税条例等の一部を改正したいので提案する。 
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 参  考  

横 浜 市 市 税 条 例 （ 抜 粋 ） 

                     上 段  改 正 案 
                    (下 段  現  行)   
   附  則 

 （ 固 定 資 産 税 及 び 都 市 計 画 税 の 課 税 標 準 の 特 例 ） 

                          第 ７ 号 
第 ９ 条  法 附 則 第 15 条 （ 第 ２ 項 第 １ 号 か ら 第 ３ 号 ま で 及 び    、 

                     第 ６ 号 

      、 第 33 項          
第 ８ 項 、 第 18 項     、 第 36 項 、 第 39 項 並 び に 第 40 項 を 除 く 。 

                     

 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。）、 第 15 条 の ２ 又 は 第 15 条 の ３ に 規 定 

す る 固 定 資 産 に 対 し て 課 す る 固 定 資 産 税 及 び 都 市 計 画 税 の 課 税 標 

準 は 、 第 45 条 か ら 第 47 条 ま で 又 は 第 130 条 第 １ 項 の 規 定 に か か わ 

ら ず 、 そ れ ぞ れ 法 附 則 第 15 条 か ら 第 15 条 の ３ ま で の 規 定 に 規 定 す 

る 額 と す る 。 

   （ 第 ２ 項 及 び 第 ３ 項 省 略 ） 

                     同 項 第 ７ 号 
４  法 附 則 第 15 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 償 却 資 産 （      に 掲 げ る 
                     同 項 第 ６ 号 

 も の に 限 る 。） に 対 し て 課 す る 固 定 資 産 税 の 課 税 標 準 は 、 第 46 条

又 は 第 47 条 の 規 定 に か か わ ら ず 、 当 該 償 却 資 産 に 係 る 固 定 資 産 税

の 課 税 標 準 と な る べ き 価 格 に ４ 分 の ３ を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。 

   （ 第 ５ 項 及 び 第 ６ 項 省 略 ） 

７  法 附 則 第 15 条 第 33 項 に 規 定 す る 設 備 （ 同 項 第 １ 号 に 掲 げ る も の 
 

に 限 る 。） に 対 し て 課 す る 固 定 資 産 税 の 課 税 標 準 は 、 第 46 条 の 規 
 

定 に か か わ ら ず 、 同 項 に 規 定 す る 年 度 分 の 固 定 資 産 税 に 限 り 、 当 
 

該 設 備 に 係 る 固 定 資 産 税 の 課 税 標 準 と な る べ き 価 格 に ２ 分 の １ （ 
 

当 該 設 備 が 法 第 389 条 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 場 合 に あ っ て は 、 ３ 
 

分 の ２ ） を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。 
 

８  法 附 則 第 15 条 第 33 項 に 規 定 す る 設 備 （ 同 項 第 ２ 号 に 掲 げ る も の 
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に 限 る 。） に 対 し て 課 す る 固 定 資 産 税 の 課 税 標 準 は 、 第 46 条 の 規 
 

定 に か か わ ら ず 、 同 項 に 規 定 す る 年 度 分 の 固 定 資 産 税 に 限 り 、 当 
 

該 設 備 に 係 る 固 定 資 産 税 の 課 税 標 準 と な る べ き 価 格 に ３ 分 の １ （ 
 

当 該 設 備 が 法 第 389 条 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 場 合 に あ っ て は 、 ２ 
 

分 の １ ） を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。 
 

９ 
（ 本 文 省 略 ） 

７ 

10  
（ 本 文 省 略 ） 

８ 

11   
（ 本 文 省 略 ） 

９ 

 （ 新 築 さ れ た 省 エ ネ ル ギ ー 対 策 住 宅 に 対 し て 課 す る 都 市 計 画 税 の

減 額 ） 

第 13 条 の ３ の ４  平 成 28 年 １ 月 ２ 日 か ら 平 成 32 年 １ 月 １ 日 ま で の 間 

に 新 築 さ れ た 住 宅 （ 法 附 則 第 15 条 の ６ 第 １ 項 に 規 定 す る 住 宅 を い 

う 。 以 下 こ の 条 、 附 則 第 13 条 の ７ 第 １ 項 及 び 附 則 第 13 条 の ８ 第 １ 

項 に お い て 同 じ 。） の う ち 、 評 価 方 法 基 準 （ 平 成 13 年 国 土 交 通 省 

                      建 築 物 の エ ネ ル 
告 示 第 1347 号 ） 第 ５ の ５ の ５ ― １ (3) の 等 級 ４ 又 は 

                       エ ネ ル ギ ー の 使 

ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 に 関 す る 法 律 （ 平 成 27 年 法 律 第 53 号 ） 第 ２ 条 
用 の 合 理 化 等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 54 年 法 律 第 49 号 ） 第 73 条 第 １ 項 

第 ３ 号 に 規 定 す る 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 基 準 
                       に 適 合 す る こ と 

に 規 定 す る 判 断 の 基 準 と な る べ き 事 項 

に つ き 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 証 明 さ れ た も の （ 以 下 こ の 条 に

お い て 「 省 エ ネ ル ギ ー 対 策 住 宅 」 と い う 。） で 法 附 則 第 15 条 の ６

第 １ 項 の 規 定 に 基 づ く 政 令 で 定 め る も の に 該 当 す る も の に 対 し て

課 す る 都 市 計 画 税 に つ い て は 、 前 条 に お い て 準 用 す る 法 附 則 第 15

条 の ７ 第 １ 項 若 し く は 第 ２ 項 又 は 次 項 の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合 を

除 き 、 当 該 住 宅 に 対 し て 新 た に 都 市 計 画 税 が 課 さ れ る こ と と な っ

た 年 度 か ら ３ 年 度 分 の 都 市 計 画 税 に 限 り 、 当 該 住 宅 に 係 る 都 市 計

画 税 額 （ 区 分 所 有 に 係 る 住 宅 に あ っ て は こ の 項 の 規 定 の 適 用 を 受
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け る 部 分 に 係 る 税 額 と し て 各 区 分 所 有 者 ご と に 法 附 則 第 15 条 の ６

第 １ 項 の 規 定 に 基 づ く 政 令 で 定 め る 算 定 の 方 法 に 準 じ て 規 則 で 定

め る と こ ろ に よ り 算 定 し た 額 の 合 算 額 と し 、 区 分 所 有 に 係 る 住 宅

以 外 の 住 宅 （ 人 の 居 住 の 用 に 供 す る 部 分 以 外 の 部 分 を 有 す る 住 宅

そ の 他 の 同 項 の 規 定 に 基 づ く 政 令 で 定 め る 住 宅 に 該 当 す る も の に

限 る 。） に あ っ て は こ の 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 部 分 に 係 る 税 額

と し て 同 条 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ く 政 令 で 定 め る 算 定 の 方 法 に 準 じ

て 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 算 定 し た 額 と す る 。） の ２ 分 の １ に

相 当 す る 額 を 当 該 住 宅 に 係 る 都 市 計 画 税 額 か ら 減 額 す る も の と す

る 。 

（ 第 ２ 項 か ら 第 ４ 項 ま で 省 略 ） 

 （ 耐 震 基 準 適 合 住 宅 に 対 し て 課 す る 都 市 計 画 税 の 減 額 ） 

第 13 条 の ７  法 附 則 第 15 条 の ９ 第 １ 項 か ら 第 ３ 項 ま で の 規 定 は 、 昭 

和 57 年 １ 月 １ 日 以 前 か ら 所 在 す る 住 宅 の う ち 平 成 24 年 １ 月 ２ 日 か 

平 成 30 年 ３ 月 31 日 
ら         ま で の 間 に 耐 震 改 修 （ 同 条 第 １ 項 に 規 定 す る 

  平 成 27 年 12 月 31 日 

耐 震 改 修 を い う 。） が 行 わ れ た も の に 対 し て 課 す る 都 市 計 画 税 に

つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 同 条 第 １ 項 中 「 こ の 項 及 び

次 項 並 び に 次 条 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 」 と あ る の は 「 横 浜 市 市 税 条 例

（ 以 下 「 条 例 」 と い う 。） 附 則 第 13 条 の ７ 第 １ 項 に お い て 読 み 替

え て 準 用 す る こ の 項 及 び 次 項 」 と 、 「 基 準 （ 同 条 第 １ 項 に お い て

「 耐 震 基 準 」 と い う 。）」 と あ る の は 「 基 準 」 と 、 「 こ の 項 か ら

」 と あ る の は 「 同 条 第 １ 項 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る こ の 項 か

ら 」 と 、 「 平 成 18 年 １ 月 １ 日 か ら 平 成 21 年 12 月 31 日 ま で の 間 に 完

了 し た 場 合 に あ っ て は 当 該 耐 震 改 修 が 完 了 し た 日 の 属 す る 年 の 翌

年 の １ 月 １ 日 （ 当 該 耐 震 改 修 が 完 了 し た 日 が １ 月 １ 日 で あ る 場 合
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に は 、 同 日 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。） を 賦 課 期 日 と す る 年 度

か ら ３ 年 度 分 、 当 該 耐 震 改 修 が 平 成 22 年 １ 月 １ 日 か ら 平 成 24 年 12

月 31 日 ま で の 間 に 完 了 し た 場 合 に あ っ て は 当 該 耐 震 改 修 が 完 了 し

た 日 の 属 す る 年 の 翌 年 の １ 月 １ 日 を 賦 課 期 日 と す る 年 度 」 と あ る

の は 「 平 成 24 年 １ 月 ２ 日 か ら 同 年 12 月 31 日 ま で の 間 に 完 了 し た 場

合 に あ っ て は 平 成 25 年 度 」 と 、 「 を 賦 課 期 日 と す る 年 度 分 」 と あ

る の は 「（ 当 該 耐 震 改 修 が 完 了 し た 日 が １ 月 １ 日 で あ る 場 合 に は

、 同 日 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。） を 賦 課 期 日 と す る 年 度 分 」

と 、 「 耐 震 基 準 適 合 住 宅 に あ っ て は こ の 項 の 」 と あ る の は 「 耐 震

基 準 適 合 住 宅 に あ っ て は 条 例 附 則 第 13 条 の ７ 第 １ 項 に お い て 読 み

替 え て 準 用 す る こ の 項 の 」 と 、 「 政 令 で 定 め る と こ ろ 」 と あ る の

は 「 こ の 項 の 規 定 に 基 づ く 政 令 で 定 め る 算 定 の 方 法 に 準 じ て 規 則

で 定 め る と こ ろ 」 と 、 「 限 る 。） に あ っ て は こ の 項 の 」 と あ る の

は 「 限 る 。） に あ っ て は 同 条 第 １ 項 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る

こ の 項 の 」 と 、 同 条 第 ２ 項 中 「 前 項 」 と あ り 、 及 び 「 同 項 」 と あ

る の は 「 条 例 附 則 第 13 条 の ７ 第 １ 項 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る

前 項 」 と 、 「 当 該 市 町 村 の 条 例 で 」 と あ る の は 「 同 条 第 ２ 項 に お

い て 読 み 替 え て 準 用 す る 条 例 附 則 第 13 条 の ４ に 」 と 、 同 条 第 ３ 項

中 「 前 項 」 と あ る の は 「 条 例 附 則 第 13 条 の ７ 第 １ 項 に お い て 読 み

替 え て 準 用 す る 前 項 」 と 、 「 同 項 」 と あ る の は 「 同 条 第 １ 項 に お

い て 読 み 替 え て 準 用 す る 前 項 」 と 、 「 第 １ 項 」 と あ る の は 「 同 条

第 １ 項 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 第 １ 項 」 と 読 み 替 え る も の と

す る 。 

（ 第 ２ 項 省 略 ） 

（ 熱 損 失 防 止 改 修 住 宅 等 に 対 し て 課 す る 都 市 計 画 税 の 減 額 ） 
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第 13 条 の ８  法 附 則 第 15 条 の ９ 第 ９ 項 か ら 第 12 項 ま で の 規 定 は 、 平

成 20 年 １ 月 １ 日 以 前 か ら 所 在 す る 住 宅 の う ち 、 特 定 居 住 用 部 分 （

同 条 第 ４ 項 に 規 定 す る 特 定 居 住 用 部 分 を い う 。） に お い て 平 成 24  

       平 成 30 年 ３ 月 31 日 
年 １ 月 ２ 日 か ら         ま で の 間 に 熱 損 失 防 止 改 修 工 事 

      平 成 28 年 ３ 月 31 日 

（ 同 条 第 ９ 項 に 規 定 す る 熱 損 失 防 止 改 修 工 事 を い う 。） が 行 わ れ 

た も の に 対 し て 課 す る 都 市 計 画 税 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に 

お い て 、 同 条 第 ９ 項 中 「 こ の 項 か ら 」 と あ る の は 「 横 浜 市 市 税 条 

例 （ 以 下 「 条 例 」 と い う 。） 附 則 第 13 条 の ８ 第 １ 項 に お い て 読 み 

替 え て 準 用 す る こ の 項 か ら 」 と 、 「 こ の 項 、」 と あ る の は 「 同 条 

                       「 第 １ 項 」 と 
第 １ 項 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る こ の 項 、」 と 、 
                       「 附 則 第 15 条 

あ る の は 「 条 例 附 則 第 13 条 の ７ 第 １ 項 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す 
の ６ 第 １ 項 若 し く は 第 ２ 項 、」 と あ る の は 「 条 例 附 則 第 13 条 の ３ 

る 第 １ 項 」                          
の ３ に お い て 準 用 す る 」 と 、 「 、 前 条 第 １ 項 若 し く は 第 ３ 項 か ら 

                              
第 ５ 項 ま で 若 し く は 」 と あ る の は 「 若 し く は 条 例 附 則 第 13 条 の ７ 

                  
                  と 、 「 既 に こ の 項 」 と あ る 

第 １ 項 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 」 

の は 「 既 に 条 例 附 則 第 13 条 の ８ 第 １ 項 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す 

る こ の 項 」 と 、 「 次 項 」 と あ る の は 「 同 条 第 １ 項 に お い て 読 み 替 

え て 準 用 す る 次 項 」 と 、 「 第 ４ 項 の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合 に あ っ 

て は 同 項 の 規 定 を 適 用 す る 前 の 額 と し 、 特 定 居 住 用 部 分 」 と あ る 

の は 「 特 定 居 住 用 部 分 」 と 、 「 あ っ て は こ の 項 」 と あ る の は 「 あ 

っ て は 、 同 条 第 １ 項 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る こ の 項 」 と 、 「 

政 令 で 定 め る と こ ろ 」 と あ る の は 「 こ の 項 の 規 定 に 基 づ く 政 令 で 

定 め る 算 定 の 方 法 に 準 じ て 規 則 で 定 め る と こ ろ 」 と 、 同 条 第 10 項 

中 「 こ の 条 」 と あ る の は 「 条 例 附 則 第 13 条 の ８ 第 １ 項 に お い て 読 

「 第 １ 項 」 と あ る の は 「 条 例 附 則 
み 替 え て 準 用 す る こ の 条 」 と 、 
               「 附 則 第 15 条 の ６ 第 １ 項 若 し く は 

 第 13 条 の ７ 第 １ 項 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 第 １ 項 」      
第 ２ 項 、」 と あ る の は 「 条 例 附 則 第 13 条 の ３ の ３ に お い て 準 用 す 



市第40号 

33 

                              
る 」 と 、 「 、 前 条 第 １ 項 若 し く は 第 ３ 項 か ら 第 ５ 項 ま で 若 し く は 

                              
」 と あ る の は 「 若 し く は 条 例 附 則 第 13 条 の ７ 第 １ 項 に お い て 読 み 

         
       と 、 「 既 に こ の 項 」 と あ る の は 「 既 に 条 例 附 則 

替 え て 準 用 す る 」 

第 13 条 の ８ 第 １ 項 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る こ の 項 」 と 、 「 第

352 条 第 １ 項 」 と あ り 、 及 び 「 同 条 第 １ 項 」 と あ る の は 「 第 702

条 の ８ 第 １ 項 に お い て そ の 例 に よ る も の と さ れ る 第 352 条 第 １ 項

」 と 、 「 第 ５ 項 の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合 に あ っ て は 同 項 の 規 定 を

適 用 す る 前 の 額 と し 、 特 定 居 住 用 部 分 」 と あ る の は 「 特 定 居 住 用

部 分 」 と 、 「 あ っ て は こ の 項 」 と あ る の は 「 あ っ て は 、 条 例 附 則

第 13 条 の ８ 第 １ 項 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る こ の 項 」 と 、 「 政

令 で 定 め る と こ ろ 」 と あ る の は 「 こ の 項 の 規 定 に 基 づ く 政 令 で 定

め る 算 定 の 方 法 に 準 じ て 規 則 で 定 め る と こ ろ 」 と 、 同 条 第 11 項 中

「 前 ２ 項 」 と あ る の は 「 条 例 附 則 第 13 条 の ８ 第 １ 項 に お い て 読 み

替 え て 準 用 す る 前 ２ 項 」 と 、 同 条 第 12 項 中 「 前 項 」 と あ る の は 「

条 例 附 則 第 13 条 の ８ 第 １ 項 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 前 項 」 と

、 「 同 項 」 と あ る の は 「 同 条 第 １ 項 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る

前 項 」 と 、 「 第 ９ 項 」 と あ る の は 「 同 条 第 １ 項 に お い て 読 み 替 え

て 準 用 す る 第 ９ 項 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。 

  （ 第 ２ 項 省 略 ） 

 （ 軽 自 動 車 税 の 税 率 の 特 例 ） 

第 17 条  （ 第 １ 項 省 略 ） 

２  法 附 則 第 30 条 第 ３ 項 各 号 に 掲 げ る ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 に 対 す る 

平 成 28 年 
第 73 条 第 ２ 号 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 当 該 軽 自 動 車 が 

                          平 成 27 年 

４ 月 １ 日 か ら 平 成 29 年 ３ 月 31 日 ま で 
                 の 間 に 初 回 車 両 番 号 指 定 を 受 
 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 28 年 ３ 月 31 日 ま で 

          平 成 29 年 度 分 
 け た 場 合 に お い て 、       の 軽 自 動 車 税 に 限 り 、 次 の 表 の 
          平 成 28 年 度 分 
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 左 欄 に 掲 げ る 規 定 中 同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 

右 欄 に 掲 げ る 字 句 と す る 。 

   （ 表 省 略 ） 

３  法 附 則 第 30 条 第 ４ 項 各 号 に 掲 げ る ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 （ ガ ソ リ 

ン を 内 燃 機 関 の 燃 料 と し て 用 い る も の に 限 る 。 次 項 に お い て 同 じ

。） に 対 す る 第 73 条 第 ２ 号 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 当 該 軽 自 動 

   平 成 28 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 29 年 ３ 月 31 日 ま で 
車 が                     の 間 に 初 回 車 両 

   平 成 27 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 28 年 ３ 月 31 日 ま で 

                平 成 29 年 度 分       
番 号 指 定 を 受 け た 場 合 に お い て 、       の 軽 自 動 車 税 に 限 

                平 成 28 年 度 分 

 り 、 次 の 表 の 左 欄 に 掲 げ る 規 定 中 同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 そ

れ ぞ れ 同 表 の 右 欄 に 掲 げ る 字 句 と す る 。 

  （ 表 省 略 ） 

４  法 附 則 第 30 条 第 ５ 項 各 号 に 掲 げ る ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 （ 前 項 の 

規 定 の 適 用 を 受 け る も の を 除 く 。） に 対 す る 第 73 条 第 ２ 号 の 規 定 

               平 成 28 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 29  
の 適 用 に つ い て は 、 当 該 軽 自 動 車 が          

               平 成 27 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 28  

年 ３ 月 31 日 ま で 
        の 間 に 初 回 車 両 番 号 指 定 を 受 け た 場 合 に お い て 、 

年 ３ 月 31 日 ま で 

 平 成 29 年 度 分 
       の 軽 自 動 車 税 に 限 り 、 次 の 表 の 左 欄 に 掲 げ る 規 定 中 
 平 成 28 年 度 分              

同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 右 欄 に 掲 げ る 字 句 と

す る 。 

   （ 表 省 略 ） 

 

横 浜 市 市 税 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 （ 抜 粋 ）  

                     上 段  改 正 案 
                    (下 段  現  行) 

     附  則 

   （ 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 省 略 ） 

３  第 １ 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 横 浜 市 市 税 条 例 （ こ の 項 及 び 次 項 
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                           建 築 
に お い て 「 新 条 例 」 と い う 。） 附 則 第 13 条 の ３ の ４ の 規 定 （ 

                          エ ネ 

物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 に 関 す る 法 律 （ 平 成 27 年 法 律 第 53  
 ル ギ ー の 使 用 の 合 理 化 等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 54 年 法 律 第 49 号 ） 第 

 号 ） 第 ２ 条 第 ３ 号 に 規 定 す る 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 基 準 
                            に 適 

73 条 第 １ 項 に 規 定 す る 判 断 の 基 準 と な る べ き 事 項 

合 す る こ と に つ き 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 証 明 さ れ た 住 宅 （ 地

方 税 法 （ 昭 和 25 年 法 律 第 226 号 ） 附 則 第 15 条 の ６ 第 １ 項 に 規 定 す

る 住 宅 を い う 。） に 係 る 部 分 に 限 る 。） は 、 平 成 27 年 ４ 月 １ 日 以

後 に 新 築 さ れ た 新 条 例 附 則 第 13 条 の ３ の ４ 第 １ 項 に 規 定 す る 省 エ

ネ ル ギ ー 対 策 住 宅 に 対 し て 課 す る 都 市 計 画 税 に つ い て 適 用 す る 。 

   （ 第 ４ 項 か ら 第 17 項 ま で 省 略 ） 


